
















（様式例） 

 

令和 8 年度事業計画書 

 

                                    特定非営利活動法人わだち 

 

１．基本方針 

既存の障害福祉サービスだけでなく新たに相談支援事業の拡充を行い、幅広く地域のニーズに対

応できる安定した法人の運営に取り組む。 

 

２．特定非営利活動に係る事業 

定款の 

事業名 
プロジェクト内容 

実施月 

実施回数 
実施場所 対象者 

収益見込 

（単位：万円） 

（１） 
障害福祉 
サービス事業 
 

生活介護事業 

通年 

生活介護 
事業所わだち 

障がい者 

7344 

農業 わだちファーム 700 

居宅介護・重度訪問介護

事業 

特定非営利活動法人

わだち（居宅・重度訪

問介護） 

1416 

（２） 

障害児 
通所支援事業 

放課後等デイサービス

事業 
通年 

児童デイサービス

わだち 
障がい児 3133 

（３） 

移動支援事業 
移動支援事業 通年 

特定非営利活動法人

わだち（居宅・重度 

訪問介護） 

障がい

児・者 
24 

（４） 
第二種社会福祉
事業を除く地域
生活支援事業 

（※今年度の活動無し）  

 

 0 

（５） 

一般 
相談支援事業 

一般相談支援事業 通年 
特定非営利活動法人

わだち（相談支援） 
障がい者 30 

（６） 

特定 
相談支援事業 

特定相談支援事業 通年 
特定非営利活動法人

わだち（相談支援） 

障がい

児・者 
30 

（７） 

障害児 
相談支援事業 

児童相談支援事業 通年 
特定非営利活動法人

わだち（相談支援） 
障がい児 30 



（８） 
成年後見人、保佐
人、補助人及び任
意後見人等の引
受ならびにこれ
らに関する事業
（法人後見事業） 

法人後見事業 通年 
特定非営利活動法人

わだち（相談支援） 
障がい者 5 

（９） 

障がい児・者、

高齢者の生活に

関する相談助言

と見守り事業 

（※今年度の活動無し）    0 

 

３．その他の事業 

定款の 

事業名 
プロジェクト内容 

実施月 

実施回数 
実施場所 対象者 

収益 

見込 

（１）     

  

 

４．事業実施体制 

（１）事務局体制 

事務局長：理事長 光武 茂、 事務局スタッフ：事務職員 須賀 理咲子 

 

 



（様式例） 

 

令和 9 年度事業計画書 

 

                                    特定非営利活動法人わだち 

 

１．基本方針 

 相談支援事業の運営を安定した軌道に乗せ、ご家族や地域の事業所の架け橋となれるよう相談支

援全般の活動を行う。続いて新たに開始を予定している法人後見事業においても人材の確保育成や

計画の組立・整備を行い、本格的に活動を開始していく。 

 

２．特定非営利活動に係る事業 

定款の 

事業名 
プロジェクト内容 

実施月 

実施回数 
実施場所 対象者 

収益見込 

（単位：万円） 

（１） 

障害福祉 

サービス事業 

生活介護事業 

通年 

生活介護 

事業所わだち 

障がい者 

7344 

農業 わだちファーム 700 

居宅介護・重度訪問介護

事業 

特定非営利活動法

人わだち（居宅・重

度訪問介護） 

1416 

（２） 

障害児 
通所支援事業 

放課後等デイサービス

事業 
通年 

児童デイサービス

わだち 
障がい児 3133 

（３） 

移動支援事業 
移動支援事業 通年 

特定非営利活動法人

わだち（居宅・重度 

訪問介護） 

障がい

児・者 
24 

（４） 
第二種社会福祉
事業を除く地域
生活支援事業 

（※今年度の活動無し）  

 

 0 

（５） 

一般 
相談支援事業 

一般相談支援事業 通年 
特定非営利活動法人

わだち（相談支援） 
障がい者 120 

（６） 

特定 
相談支援事業 

特定相談支援事業 通年 
特定非営利活動法人

わだち（相談支援） 

障がい

児・者 
120 

（７） 

障害児 
相談支援事業 

児童相談支援事業 通年 
特定非営利活動法人

わだち（相談支援） 
障がい児 120 



（８） 
成年後見人、保佐
人、補助人及び任
意後見人等の引
受ならびにこれ
らに関する事業
（法人後見事業） 

法人後見事業 通年 
特定非営利活動法人

わだち（相談支援） 
障がい者 60 

（９） 

障がい児・者、

高齢者の生活に

関する相談助言

と見守り事業 

（※今年度の活動無し）    0 

 

３．その他の事業 

定款の 

事業名 
プロジェクト内容 

実施月 

実施回数 
実施場所 対象者 

収益 

見込 

（１）     

  

 

４．事業実施体制 

（１）事務局体制 

事務局長：理事長 光武 茂、 事務局スタッフ：事務職員 須賀 理咲子 

 

 



33,000
12,000 45,000

14,400,000
31,330,000
73,440,000
7,000,000

　 （5）一般相談支援事業 300,000
   （6）特定相談支援事業 300,000
   （7）児童相談支援事業 300,000
　 (8)法人後見事業 50,000

127,120,000 0

0 0

0 0
127,165,000

 
7,840,000

23,804,000
37,480,000
13,370,000

　 (5)一般相談支援事業 180,000
　（6）特定相談支援事業 180,000
  （7）児童相談支援事業 180,000
  （8）法人後見事業 30,000

83,064,000

5,400,000
3,800,000
1,300,000

500,000
150,000
80,000

250,000
100,000
121,200
350,000
250,000

2,000,000
1,980,000
1,284,000
1,300,000

50,000
300,000
150,000
100,000

10,000

250,000 19,725,200

9,000,000 28,725,200

111,789,200

15,375,800

15,375,800

-5,383,198

9,992,602

　　　諸会費

　　　支払手数料

Ⅲ　当期収支差額　

　　　経常収支差額

　　　研修費

　　　地代家賃

　　　旅費交通費
　　　賃借料

　　　広告宣伝費

　　　次期繰越収支差額

　　　前期繰越収支差額

令和8年度　特定非営利活動に係る会計収支予算書

　　令和8年4月1日から令和9年3月31日まで

特定非営利活動法人　わだち

　１　事業費

　　　（1）介護・移動支援サービス事業収入
　　　（2）児童デイサービス事業収入

金額（単位：円）科目

　　　水道光熱費

　　　　経常支出合計

　　　交際費

　　　長期借入金返済

　　　事務用品費

　　　法定福利費

　　　支払報酬料

　２　事業収入

　　　福利厚生費

　　　給料手当

　　　（2）児童デイサービス事業

　２　管理費

Ⅱ　支出の部

　　　（4）農業

　　　役員報酬

Ⅰ　収入の部
　１　会費収入

　　　（3）生活介護事業

　　　助成金

　　　消耗品費

　　　正会員の会費収入

　　　（3）生活介護事業収入
　　　（4）農業収入

  　　賛助会員会費収入

　　　租税公課

　　　会議費

　　　保険料
　　　新聞図書費

　３　寄付金収入
　　　寄付金

　　　　経常収入合計

　　　（1）介護・移動支援サービス事業

　　　通信費

　４　補助金・助成金収入



33,000
12,000 45,000

14,400,000
31,330,000
73,440,000
7,000,000

　 （5）一般相談支援事業 1,200,000
   （6）特定相談支援事業 1,200,000
   （7）児童相談支援事業 1,200,000
　 (8)法人後見事業 600,000

130,370,000 0

0 0

0 0
130,415,000

 
7,840,000

23,804,000
37,480,000
13,370,000

　 (5)一般相談支援事業 300,000
　（6）特定相談支援事業 300,000
  （7）児童相談支援事業 300,000
  （8）法人後見事業 50,000

83,444,000

5,400,000
3,800,000
1,300,000

500,000
150,000
80,000

250,000
100,000
121,200
350,000
250,000

2,000,000
1,980,000
1,284,000
1,300,000

50,000
300,000
150,000
100,000

10,000

250,000 19,725,200

9,000,000 28,725,200

112,169,200

18,245,800

18,245,800

9,992,602

28,238,402

　　　租税公課

　　　会議費

　　　保険料
　　　新聞図書費

　３　寄付金収入
　　　寄付金

　　　　経常収入合計

　　　（1）介護・移動支援サービス事業

　　　通信費

　４　補助金・助成金収入

Ⅰ　収入の部
　１　会費収入

　　　（3）生活介護事業

　　　助成金

　　　消耗品費

　　　正会員の会費収入

　　　（3）生活介護事業収入
　　　（4）農業収入

  　　賛助会員会費収入

　２　事業収入

　　　福利厚生費

　　　給料手当

　　　（2）児童デイサービス事業

　２　管理費

Ⅱ　支出の部

　　　（4）農業

　　　役員報酬

金額（単位：円）科目

　　　水道光熱費

　　　　経常支出合計

　　　交際費

　　　長期借入金返済

　　　事務用品費

　　　法定福利費

　　　支払報酬料

　　　次期繰越収支差額

　　　前期繰越収支差額

令和9年度　特定非営利活動に係る会計収支予算書

　　令和9年4月1日から令和10年3月31日まで

特定非営利活動法人　わだち

　１　事業費

　　　（1）介護・移動支援サービス事業収入
　　　（2）児童デイサービス事業収入

　　　諸会費

　　　支払手数料

Ⅲ　当期収支差額　

　　　経常収支差額

　　　研修費

　　　地代家賃

　　　旅費交通費
　　　賃借料

　　　広告宣伝費


